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州内日系企業の退避方針①

回答数85社のうち、62社(73％)が現在、州内に日本人を駐在させている。

うち26社(42％)が、日本を含むインド国外への退避を検討しており、36社(58％)が退避予定なしと回答した。

2021年5月3日 17時時点

現在、州内に日本人が駐在しているか 州内の日本人駐在員の退避方針

はい

62(73%)

いいえ

23(27%)

36(製21,非15)

8(製2,非6)

18(製7,非11) 全駐在員をインド国外（日本等）へ

退避させる

一部駐在員をインド国外（日本等）

へ退避させる

MH州外へ退避させる予定はない

※ 製：製造業、非：非製造業

18

5

インド国内（他

州）に滞在

インド国外（日

本等）に滞在
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州内日系企業の退避方針②

退避を検討する企業のほとんどが、現地医療体制のひっ迫を背景に、5月中の退避を検討。

退避を予定していない企業は、事業継続の必要性やインド-日本間運航便の継続見込みなどを理由に挙げた。

2021年5月3日 17時時点

退避予定時期退避理由

・インド国内の医療体制のひっ迫。集中治療室や医療用酸素
の不足から、重症化した際に適切な医療サービスが受けられな
い可能性があるため。（製造業、非製造業）

退避予定なしの理由

・インド－日本間の運航便が今後も見込まれるため（製造業、非製造業）
・サプライチェーン等の中で、事業を継続する必要があるため（製造業）
・感染リスクの低い在宅勤務下で事業を継続できるため（製造業、非製造業）
・ムンバイ市内の感染状況はピークアウトし、ワクチン接種もインドの方が進んでいるため
（非製造業）
・退避した場合、再赴任の見通しが立てられないため（非製造業）

5月中, 25(96%)

6月以降,1(4%)

36(製21,非15)

8(製2,非6)

18(製7,非11)全駐在員をインド国外（日本等）へ

退避させる

一部駐在員をインド国外（日本等）

へ退避させる

MH州外へ退避させる予定はない

※ 製：製造業、非：非製造業
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（参考）調査概要

2021年5月3日 17時時点

所属 業種

回答者数

・対象 ：ムンバイ・プネ日本人会 法人会員 全148社(ムンバイ95社、プネ53社)
・回答者数 ：85 社（1社1名のみ回答、重複回答除く）
・調査期間 ：2021年4月29日～5月3日 17時（インド時間）

製造業

44(52%)

非製造業

41(48%)
ムンバイ日本人会

58(68%)

プネ日本人会

27(32%)


